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ンス等に一定の固定費がかかるとみられるからである 3。よって，τ ''（R）＜ 0，μ ''（I）
＜ 0とする。
  以上の議論にのっとり，τ（R）とμ（I）をつぎのように特定化する 4。
 …  （3）
  …  （4）
tと cはそれぞれ便益確保行動なしの非許認可率，投資なしの単位費用を表す。便益確
保行動は tを（xR2 × 100）％引き下げ，投資は cを（yI2 × 100）％低下させることを想
















  … （6）





  … （8）
s.t M=I+rR … （9）
この自治体の純便益最大化問題を解くと，自治体は予算線上で，便益確保行動と投資の
両方に資源を配分する内点解
  … （10）
と，便益確保行動しか行わない端点解
  … （11）
のいずれかを選択することが判る。以下，内点解について議論するときは，その存在条件

































































各記号が表すものは第 2節と同じだが，自治体 Dのものに d，自治体 Fのものには f
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り立つ。一方，命題 2 ～ 4 は一定の条件を満たす関数（例えば任意のべき関数）について成立する。
しかし，より一般的な関数形の下で分析しても一概に議論の修正を要求されるわけではなく，ここで
の結論と本質的に異なる解が出てくると考える根拠は見当たらない。
　8 本稿のモデルでは，自治体は資源という生産要素を投入して便益確保行動と投資という二つの財を生
産し，留保する純便益を最大化する経済主体とみなすことができる。ここで，便益確保の単位費用が
異なる２つの自治体を想定すると，仮定より，投資の要素投入係数はともに１になるが，便益確保行
動の要素投入係数は便益確保の単位費用が低い自治体の方が大きくなる。したがって，便益確保の単
位費用が低い自治体は便益確保行動に比較優位をもち，便益確保の単位費用が高い自治体は投資に比
較優位（便益確保行動に比較劣位）をもつことになる。
　9 便益確保行動への資源配分率は便益確保行動費用に依存しないので（命題 4）資本蓄積の単位当り効果
は，自治体 Fと自治体 Dの何れを基準に考えても変わらない。
